地公給与削減に関わって地公部会が総務省給能室長に申入れ－6月7日
※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地公部会は６月７日、総務省に対し、地方公務員給与の削減要請に関わる要請を行った。地公部会側は、藤川事務局長ほか地公部会幹事が出席し、総務省側は三橋給与能率推進室長らが対応した。交渉の経過については下記の通り。

　はじめに藤川事務局長から「現在各自治体において労使での交渉が行われている状況であるが、交渉にあたっての様々な課題が全国から寄せられている。政府はこの間、給与削減措置は強制ではないとしているが、度重なる進捗状況調査や都道府県等の人事担当者への個別ヒアリングは、自治体に削減圧力と受け止められているとともに、マスコミ報道による公務員バッシングも助長されており、自治体現場に混乱を生じさせている」とし、３点について要請した（別紙参照）。

　続いて、各産別から、自治体交渉における現状を踏まえた要請を行うとともに、総務省の考え方を質した。

自治労：現在1,000を超える加盟単組で労使交渉が行われているが、総務省が実施している進捗状況調査と個別ヒアリングが自治体にとってプレッシャーとなっているという声は自治体の当局側からすら寄せられているところ。個別ヒアリングの趣旨と内容はどういったものなのか。また、進捗状況調査はいつまで実施するのか、さらに７月時点でのラスパイレス比較を行うことを目的とした特別な調査は実施するのか。

日教組：地方自治体固有の財源である交付税が政府の閣議決定によって削減されることとなり、来年度以降きちんと交付税が入ってくるのかが懸念される。地方に、財源を確保できるという安心感を持たせる必要がある。ラスパイレス指数の調査をする場合、７月時点で100以下になっていないと次年度も含め制裁等があるのではないかと危惧している。

全水道：今回の措置は、公営企業や一部事務組合も対象とされているが、公営企業は独立採算制で、事業運営による収入で運営をするのが原則であり、これまでも赤字が出た場合には身を削ってきた。今回の措置はこれまでとは一線を画する手法であり、現場では非常に混乱が生じ、労使関係の悪化を招いていることもある。６月５日に３回目の調査が終了したが、公表はいつになるか。

日高教：総務省からのプレッシャーが知事部局、県教委を通じて現場の労使交渉に影響を及ぼしている。調査等はもう十分と思われるので、これ以上現場への負担をかけないよう強く要請する。

　これらに対し、三橋給能室長は、「多くの自治体において、要請の趣旨をご理解いただき、職員団体との交渉や議会提案等されてきており、ご協力に感謝したい」と述べ、まず要請項目１～３に対し、以下の通り回答した。

１．国公の給与削減措置は、人事院勧告制度がある中で、我が国の財政状況、東日本大震災への対処のため臨時的に２年間に限った措置として実施している。今回の地方への要請についても、人事委員会勧告制度がある中において、防災・減災事業や地域の活性化といった喫緊の課題に対処するため、25年度に限って緊急にお願いしているものであり、具体の対応は各自治体で条例によって定めるものであって、国から強制しているものではない。

２．取組状況調査については、政府として要請している以上、各自治体の状況を適宜把握し、国民に説明をすることが重要と考えている。引き続き時期等については地方公共団体に配慮しながら実施する。

３．現在、要請をしているところであり、現時点では、給与減額に取り組まないことを前提に財政面で何らかの対応を行うこととはしていない。引き続き、全国の地方公共団体について取組がなされるようお願いしたいと考えている。

　また、各産別からの要請・質問に対し、以下の通り回答した。

(1) 総務省は都道府県・政令市に直接助言等を行う立場にあることから、取組内容を詳しく把握するとともに要請の趣旨をご理解いただく観点から実施している。

(2) ６月５日を締切りとした第3回進捗状況調査は、現在集計中であり、結果の公表は来週を予定しているが詳細は未定である。

(3) 今回の措置はあくまでも臨時異例のものであり、今後の公務員給与については、国は国政全般の観点から総合的に考えていくとしており、地方公務員給与については改めて地方としっかり話し合いを行うことが必要と考えている。

(4) 各自治体における取組結果として、水準そのものの把握のため７月時点のラスパイレス指数を出すことが必要と考えている。調査の内容等についてはしかるべき時期に示したい。

　これを受け、地公部会側から再度質問した。

① 国公の給与削減措置については、労使で交渉をして合意の上で実施されたものであり、事実経過はきちんとご理解いただきたい。自治体においても使用者側が一方的に削減を決定できるわけではなく、労使での議論が重要であることに留意すべきである。

② ラスパイレス指数を出す場合には、国公はいつの時点のデータで比較するのか。国公と地公で異なる時点のデータを使うこともあり得るのか。

　これに対し、三橋給能室長が以下の通り回答した。

① 国公給与削減に至るまでの経緯については承知している。

② 地方公務員給与については、７月からの減額実施をお願いしている以上、これを踏まえて指数を算出するデータを調査する予定であるが、国公の使用データに関しての詳細は未定である。

　これを受け、最後に地公部会側から、「ラスパイレス比較はこれまでも国公・地公の同時期のデータを比較してきた。比較をするのであればこれまで通り精緻な調査が不可欠であり、比較時期が異なるデータを使うことは理屈が合わない」と強調し、終了した。

以上
－次ページに別紙「要請書」あり－
（別 紙）

２０１３年６月７日
総務大臣
　新　藤　義　孝　様
公務員連絡会地方公務員部会
議長代行 　 永井　雅師
地方公務員給与に関わる要請
　
現在、地方自治体では、政府からの地方公務員給与の削減要請を受けた労使交渉が進められています。われわれは、給与削減を前提として地方交付税等を減額した政府の措置は、公務員給与引下げの実質的な強制であり、地方自治の本旨に反するもので、極めて遺憾なことであると指摘してきました。
　公務員給与の在り方が最重要な労働条件であることに鑑みるとき、給与削減を実施せざるを得ない場合には、自治体当局は労働組合に対して、道理を尽くしてその理由を説明し、納得を得る努力を誠実に行う責任があります。しかし、今般の国の要請を受けた削減提案は、道理に合わず、労働組合が到底納得できるものではありません。道理なき削減提案による自治体交渉は困難を極めており、大きな混乱を招いています。この間の労使の信頼関係にも深刻な影響が出ている自治体もあります。
　本通常国会において、政府は「今回の要請は強制ではない」、「地方自治体にお願いをする」という趣旨の答弁をしてきましたが、度重なる進捗状況調査や都道府県・政令市の人事担当者を対象とした個別ヒアリングの実施などは、地方自治体には「国からの給与削減圧力」と受け止められています。加えて、進捗状況調査の公表を受け、地方公務員給与削減を誘導するマスコミ報道等により、公務員バッシングが助長されています。
　また、長年にわたり地方分権改革を先頭に立って進めてきた総務省が、地方公務員給与についての自治体当局の自主的な判断を制約するような政策を進めていることは、この間の地方分権改革の歴史と改革の努力に汚点を残すものでもあります。
　以上のような混乱を招いた政府の責任は非常に重く、今後は、下記の点を踏まえ、対応されるよう要請します。
記
１．少なくとも、「給与削減を自治体に強制するものではない」「政府の要請と人事委員会勧告のどちらを優先するかは自治体の判断」という国会答弁を踏まえ、自治体の主体的な対応に配慮すること。
２．今後の給与削減進捗状況調査の実施と公表にあたっては、その時期等について十分な配慮を行うこと。
３．「削減しない自治体に対して特別交付税をはじめ財政面からペナルティを課す考えはない」という政府答弁を確実に実行すること。　
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